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ダム下流河川の環境評価に

向けた現地調査
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１．はじめに

ダムによる下流河川環境への影響評価は、影響

発現機構が複合的であることや、影響そのものを

抽出することが容易ではないために従来あまり進

んでこなかった。

今回の研究では、ダムが下流河川の河床に与え

る影響を評価することを目的として実施した。ダ

ムにより生じる下流河川の河床への影響は、ダム

が下流河川の流況と流砂量に代表される物質流下

量変化を変化させることにより生じると考えられ

るため、これらに関連するダム諸量を全国の79ダ

ムを対象に整理を行った。また、顕在化した影響

を評価する指標として、河床材料（河床を形成す

る土砂）とそこに生息する底生生物を取り上げて、

これらの現地調査を実施した。

２．全国ダム及び周辺河川調査

全国の直轄管理ダムのうち79ダムを対象に、流

砂量の多寡を評価するため、年平均ダム堆砂量を

流域面積で除した平均年比堆砂量を算定するとと

もに、ダムによる流況調節の程度を評価するため、

ダム流入量と放流量の年最大値の差を年最大流入

量で除した平均年最大カット率を算定し、これら

２つの指標でダムを分類した（図-１、上流に別の

ダムがある等、目的に合わないダムは省いた。）。

比堆砂量が大きいダム（第2グループ）の下流河

川においては土砂供給が大幅に減少しているはず

である。また平均年最大カット率が大きくないダ

ム（第1、3グループ）の下流河川では土砂掃流力

があまり減少しない。このためにこれらグループ

（図-１左寄り）のダム下流河川では河床材料の粗

粒化や河床低下が、逆に洪水カットが大きい第4

グループの下流河川では場合によっては河床材料

の細粒化も想定される。
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第1グループ：洪水カット・中

第2グループ：堆砂・大

第3グループ：洪水カット・小

第4グループ：洪水カット・大

図１ 比堆砂量とピークカットによる分類

ダム上下流で縦断的に河川の現地調査を行い、

河床材料の60％粒径と、流況と河道状況から算定

される掃流力とを比較したところ、ダム上流河川

に比べて直下流での60％粒径の方が相対的に大き

い傾向がグループにかかわらず見られた。この結

果は、多くのダム直下流で、河床の粗粒化が生起

している可能性が高いことを示唆している。

底生生物の調査結果について見ると、下流河川

の河床材料が粗粒化する傾向が強いと考えられる

第1、3グループのダムに加えて、第2グループのダ

ムにおいても、ダム下流で上流に比べて河床材料

が大きめで安定した環境を好む種が増加している

ことが認められた。

３．まとめ

今後、取得したデータを水理解析などの定量的

手法を用いて解釈し、ダムの特性による下流河川

への環境影響の顕在化のパターンや、その対策手

法について検討する予定である。
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実道路上における自動車走行時の

CO2排出量に関する簡易調査方法
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１．研究背景・目的

運輸部門のCO2排出量は、近年減少傾向にあるも

のの、日本の総排出量の約2割を占めている。この

削減に向けては、自動車単体の燃費向上・代替エ

ネルギー活用、エコドライブ、公共交通転換、道

路交通流円滑化、都市構造転換など各分野の対策

を総合的に進めていく必要がある。

これらの対策効果を的確に把握するためには、

実際の道路上における自動車からのCO2排出量を

詳細に把握する必要があるものの、その合理的な

調査方法は十分確立されていないことから、現在

は交通量・平均旅行速度データと速度別CO2排出係

数を用いて、一定区間における道路交通からのCO2

排出量を推計しているところである。

このような背景を踏まえ、市販の燃費計を用い

て、実道路上における自動車走行時のCO2排出量を

詳細かつ簡易に調査する方法を確立した。

２．燃費計を用いたCO2排出量簡易調査概要

本調査で用いた燃費計は、写真1のように各車両

の診断用コネクタに接続することにより、車両ECU

に記録される日時・車速・エンジン回転数・燃料

噴射時間・GPS等のデータをメモリーカードに記録

することができるものである。この機器により収

集したデータから、1秒毎の瞬間燃料消費量及び

CO2排出量を推定した。

瞬間燃料使用量は、エンジン回転数及び燃料噴

射時間に比例するものである。また、瞬間燃料使

用量の総和である総燃料使用量は、調査前後の車

両燃料タンクへの実際の給油量を正値とした補正

を行った。CO2排出量は、燃料使用量から換算した

が、これは温室効果ガス国家インベントリにおけ

る算定方法と同じである。

調査結果の一例を図1に示す。本調査方法により、

交差点前後における自動車CO2排出量の挙動把握

が可能となった。このケースでは、CO2排出量が大

きくなっているのは、交差点手前での一旦停止ア

イドリング時と、交差点通過後の加速時である。

引き続き、様々な車両・走行条件等で調査結果

を蓄積し、本調査方法の一般化を目指す。

写真1 燃費計の車両搭載状況

運転席の診断用コネクタに接続し車両データを収集

図1 交差点右折時のCO2排出量分布

アイドリング時と右折後の加速時にCO2排出量大
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